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研究要旨 

人口動態統計死亡表に記載されている一人一人の死亡データ（死因、年齢、死亡場所、日時等）と

死亡場所、日時の気象データを組み合わせ、日本人がどのような気象状況の際に亡くなるのかを地域

別、省エネルギー区分別に分析した。全体としては、既往研究と同様に夏期の温度上昇よりも冬期の

温度低下が死亡率上昇に与える影響が強かった。また、その感度は寒冷地よりも温暖地の方が高かっ

た。その傾向は地域別でも省エネ区分でも同様であったため、特に温暖地での断熱性能の強化と寒冷

地でもエネルギー価格の上昇をふまえたさらなる断熱性能の向上が必要であることが示唆された。 

A．研究目的 

 日本の年間死亡総数は約 120 万人である。その

死因は疾病、事故等による外傷、溺死溺水など多

岐にわたる。そのうち、疾病では新生物、循環器

疾患、呼吸器疾患などが死因として分類され、新

生物では悪性新生物、循環器疾患では心疾患、脳

血管疾患などさらに細分化される。悪性新生物、

心疾患、脳血管疾患は 3 大死因と言われており、

特に死亡数の多い疾患である。またこのうち、心

疾患、脳血管疾患は季節により死亡数が変化し、

冬季に死亡数が増加するという報告が多くされて

おり 1)、室温、気圧、外気温度などの気象条件の

変化によって、心拍数や血圧などが変化すること

が関係していると考えられている。特に、寒さが

高齢者の健康状態に与える影響は大きく、日本で

の高齢化進行を考慮すると寒さへの対応は急務で

ある。しかし、外気温度と疾病による死亡の関係

や、低外気温度が死亡に与える影響に関して長期

的に分析した研究は少ない。そこで、1972～

2015 年(44 年間)の人口動態統計死亡票と気象デ

ータを用いて外気温度と死亡との関係を経時的に

分析することで、低外気温度下で疾患による死亡

へ至らないための対策を住環境の点から検討する

萌芽となることを目的とする。 

 

A1．既往研究 

 籾山による既往研究 2)では 1930～1934 年と

1952～1956 年における季節病カレンダーを作成

し、1930～1934 年では夏期と冬期に傷病の発生

が多く、1952～1956 年では夏の傷病が減り、冬

期に集中するようになったことを報告している。

その後、1970 年に近づくにつれて死亡率が減少

し、冬のピークも緩慢化していることが見受けら

れる。本研究では、籾山が用いた月ごとの死亡割

合を示す指標である Death Index を 1972 年以降

のデータについて算出した。また、本研究で用い

る人口動態統計死亡票を用いた既往研究は、松村

ら 3)、濱田ら 4)、三上ら 1)による研究がある。松

村らによる既往研究では 2003～2006 年の人口動

態統計死亡票を用いて死亡数の季節依存性、死亡
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数と外気温の関係を整理している。2003 年にお

いて死亡数の多い死因のうち、新生物、脳血管疾

患、心疾患を対象とし、日本全国を 9 エリアに区

分してそれぞれの月別死亡数を算出したところ、

脳血管疾患、心疾患において冬期の死亡数が高く

なるが、北海道と沖縄においては季節変動が小さ

いことを報告している。また、濱田らは 2003～

2006 年の人口動態統計死亡票とアメダス気象デ

ータを用いて、呼吸器疾患における地域、気象条

件、死亡場所と死亡率の関係について分析してい

る。その結果、外気温度、絶対湿度が低くなるほ

ど死亡率が高くなり、温暖な地域ほどその傾向が

顕著にみられたと述べている。三上らによる既往

研究では、2003～2011 年の人口動態統計死亡デ

ータについて、CSVM という指標を用いて日本

と欧州の CSVM と暖房デグリーデー(HDD)の比

較、日本の CSVM と窓性能の関係について分析

を行っている。その結果、日本と欧州に共通して

CSVM と HDD には負の相関があり、CSVM と

窓等の高断熱化にも負の相関があったことから、

寒冷地ほど断熱に配慮した建築が普及しているた

め、冬期の死亡数が少ないと結論付けている。こ

こで、CSVM とは JD Healy5)が提案した冬期の

死亡数変動を示す指標である。JD Healy は既往

研究で欧州 14 か国について 1988～1997 年の

CSVM を算出し、死亡数と外気温の関係につい

て分析している。その結果、寒冷地では CSVM

が低い、即ち冬期の死亡数が少ない傾向が見られ

たと報告している。 

 

B．研究方法 

B1．人口動態統計死亡表 

本研究では 1972～2015 年(44 年分)の人口動態

統計死亡票 6)(表 1)、市町村別のアメダス気象デー

タ 7) (表 2)を統計分析ソフト R8)により分析を行っ

た。 

 図 1 に示したように、日本の人口は 1970 年～

2015 年で約 4 千万人増加しており、そのうち 65

歳以上の高齢者の割合は 7.1％から 26％までに増

加している 9)。また、日本における年間の総死亡数

は 1972～2015 年で図 2 のように推移している。

1972 年の総死亡数は約 70 万人であるのに対し、

2015年ではおよそ2倍の130万人となっている。

特に、高齢化の進行により 65 歳以上の人の死亡割

合は年々増加しており、1972 年では 6 割程度であ

ったのが、2015 年では約 9 割まで増加している。

また、死亡場所の推移は図 3 のようになっており、

1977 年以前では病院の死亡割合よりも自宅の死

表 1 Mortality Data from Vital Statistics 

表 2 AMeDAS Weather Data 
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亡割合が大きいが、それ以降は逆転していること

が分かる。 

 

B2．分析データの構築 

人口動態統計死亡票から、死亡場所、生年月日、

年齢、性別、死因を得た。死亡場所は市区町村コー

ドで表され、死因は WHO の定める国際疾病分類

(ICD-8,9,10)で表される。表 1 に示したように、死

亡場所、死因分類は年により改正されている。ま

た、気象庁のホームページから日平均外気温を得

た。これらを用いて死亡データと気象データのマ

ージを行った。以下にその方法を述べる。気象庁

のホームページの「過去の気象データ」のページ

から Web スクレイピングを用いて全国の気象デ

ータ(日平均外気温)をダウンロードし、行が場所、

列が日付(1972～2015 年)の表、過去の市町村合併

分を含む市区町村コードと緯度経度の関係、アメ

ダス観測所の緯度経度データを作成した。GIS ソ

フト(QGIS)を用いて、市区町村コードの位置から

近距離 15 番目までのアメダス観測所のリストを

作成した。これらを用いて、死亡データを 1 行ず

つ順に取り出し、死亡日の気象データを取り出す。

また、市区町村コードから最も近傍の気象データ

を取り出す。この時、気象データがない場合は、次

に近いアメダス観測所のデータを調べるというこ

とを最大 15 番目まで繰り返し検索し、それでもな

い場合は NA とする。気象データがある場合は、

そこから 1 週間前までのデータを表に埋める。1

週間前までのデータがない場合は NA とする。以

上を繰り返すことで死亡データと気象データで構

成されるデータベースを構築した。 

 また，死亡者が居住していた地域の省エネルギ

ー区分を死亡者のデータにマージさせた．まず、

総務省の地方行政のデジタル化のウェブサイト 1)

において全国地方公共団体コードの Excel ファイ

ルをダウンロードした。また、「住宅に関する省

エネルギー基準に準拠したプログラム」のウェブ

サイト 2)から「地域の区分・年間の日射地域区

分・暖房機の日射地域区分検索ツール」の Excel

ファイルをダウンロードした。「地域の区分・年

間の日射地域区分・暖房機の日射地域区分検索ツ

ール」のデータではそれぞれの地域名とその地域

に対応する地域区分の番号が振られている。地域

区分表には市町村コードの記載がないため、全国

地方公共団体コードと地域区分を地域名で結合さ

せた。そこから、都道府県で同じ地域名の市町村

があるので、確認しながら修正を行い、市町村コ

ードと省エネルギー地域区分の番号が結合された

データを作成した。 

図 3 Percentage of Death Place 図 2 日本における死者数の推移           図 3 自宅と病院での死亡の推移 
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C．研究結果 

C1．Death Index の分析 

Death Index2)は年平均死亡数を100とした月々

の死亡割合であり、月々の死亡数変動を表す指標

である。(1)式に Death Index の算出式を示す。 

𝐷𝑒𝑎𝑡ℎ 𝐼𝑛𝑑𝑒𝑥 ൌ
100𝑓ௗሺ𝐽𝑎𝑛ሻ

𝑓ௗሺ𝐽𝑎𝑛 ൅ 𝐹𝑒𝑏 ൅⋯൅ 𝑁𝑜𝑣 ൅ 𝐷𝑒𝑐ሻ/12
ሺ1ሻ 

𝑓ௗ: 各月の死亡数 

既往の研究では、北海道と東京について 1890 年

代から 1960 年代までの Death Index が求められ

ている(図 4)。これに、図 5 に示す 1970 年代から

2010 年代までの Death Index を求め算出したグ

ラフを加えた。東京では 1920 年代までは 7～9 月

の Death Index が高くなったが 1930 年代以降は

低くなった。一方、北海道では 1940 年まで 7 月

～9 月の Death Index が高く 1950 年以降低くな

り始め、その後 4 月～6 月の Death Index も低く

なった。北海道より東京の方が早く 7 月～9 月の

Death Index が下がったのは、インフラ整備、特

に水道の整備時期の違いによるものであると考え

られる。東京では 1590 年代から水道の整備が行

われ、1911 年には改良水道の工事が完了したが、

北海道では 1940 年頃に水道の整備が完了する都

市もあった 11)。これにより、1910 年代以前には毎

年夏から秋にかけて大流行していたコレラや赤痢

等の消化器系伝染病による死亡者が、東京の方が

早く少なくなったことが原因と考えられる。近年

では東京、北海道共に 1～3 月、10～12 月に上昇

し 4～6 月、7～9 月に減少するという似た傾向を

示すようになったが、これは 2 都市共にインフラ、

暖房習慣が同程度に根付いたためであると推察で

きる。 

 

C2．CSVM の分析 

C2.1．CSVM の定義 

CSVM(coefficient of seasonal variation in 

mortality) 5)は死亡の季節変動を表す係数であり、

冬期でない期間の死亡数に対する冬期の死亡数の

割合で表される。Table 3 に示すように 1 年を 4 か

月毎に区分し、冬期を 12 月と翌年の 1～3 月、冬

期でない期間を 4～7 月及び翌年の 8～11 月と定

義する。(2)式に CSVM の算出式を示す。CSVM が

上昇するほど冬期の死亡数が多いことを示す。 

𝐶𝑆𝑉𝑀 ൌ
൬𝑓ௗଵ െ

𝑓ௗଶ
2 ൰

൬
𝑓ௗଶ
2 ൰

ሺ2ሻ 

𝑓ௗଵ: 冬期の死亡数 
𝑓ௗଶ: 冬期でない期間の死亡数 

Fig.4 Death Index of Hokkaido and Tokyo (1890s-1960s)10) 

図 4 Death Index (1890 - 1960)  by Momiyama         図 5 Death Index (1970 - 2010)   
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C2.2．日本と欧州の CSVM 

表 4 に欧州 30 か国 13)と日本の 6 都市での、

1980～2013 年における CSVM を示す。北海道の

CSVM を 30 か国と比べると、スロバキアと並び

最も低くなった。一方、三重県はキプロスに続き 4

番目に高くなった。欧州及び日本に共通して、冬

でも比較的温暖な地域では CSVM が高くなり、寒

冷地では低くなると言える。これについて、各都

市の平年の月平均外気温を用いて 12 月～3 月の 4

か月平均外気温を求め、CSVM との関係を Fig.11

に示した。月平均外気温の平年値は、気象庁ホー

ムページ 7)の「世界の天候データツール(Climate 

View 月統計値)」から各国の首都のデータを得て

用いた。ただし、キプロス、イタリア、スイス、オ

ランダ、ラトビア、スロバキアについては首都の

月平均外気温の平年値が得られなかったため、そ

れぞれ別の代表都市のデータを用いた。図 6 から、

CSVM と 4 カ月平均外気温には正の相関が見られ、

多くの都市で外気温が低いと CSVM が低く、外気

温が高いと CSVM が高いという関係が得られた。

これは、温暖な地域に比べ寒冷地では暖房習慣が

根付いていること、建物の断熱性能が関係してい

ると考えられる。 

 

C2.3．外気温と平均死亡数を用いた分析 

C2.3.1．都道府県別の分析 

都道府県別に、(3)式で年間死亡数に占める月別

の死亡割合を求め、(4)式で、死亡数で重み付けし

た月平均外気温を求めた。 

𝑅ௗ ൌ
𝑁௜

∑൫𝑁௃ ൅ 𝑁ி ൅⋯൅𝑁஽൯
ሺ3ሻ 

𝜃௜ ൌ෍ 𝜃௠
ே೔

௠ୀଵ
/ 𝑁௜ ሺ4ሻ 

𝑅ௗ：月別死亡割合 

𝑁௜, 𝑁௃ ,𝑁ி ,⋯ ,𝑁஽：各月の死亡数 

表 3 Winter Period and Non-winter Period 

of CSVM 

図 6 Relationship between CSVM and Average 

Temperature from December to March 

表 4 CSVM in Descending Order: 30 European 

Countries and 6 Japanese Cities (1980–2013) 

Malta
Portugal

Cyprus

SpainIreland
UK

GreeceBulgaria
Romania

Italy
Switzerland

FranceBelgium

Sweden

Austria
Slovenia

Hungary

Denmark

Norway
The Netherlands

Germany

Poland

Latvia Lithuania

Luxembourg

Estonia Czech Republic
Finland Iceland

Slovenia Sapporo

Aomori
Tokyo Osaka

Mie

Fukuoka

y = 0.0093x + 0.1184
R² = 0.7317

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

0.35

-5 0 5 10 15

C
S

V
M

[-
]

Average temperature[℃]



- 68 - 

𝜃௜：月平均外気温 

𝜃௠：死亡者に紐づいた日平均外気温 

自宅での死亡者を対象とし、47 都道府県それぞ

れについて月別死亡割合と月平均外気温の関係を

算出した。 

 各都道府県毎、各月毎、各カテゴリー毎に上記

の手法で月平均気温を計算し、その月の死亡率（月

死亡者数／年死亡者数）の関係を求めた。図 7 に

相関図のサンプルを示す。多くの場合、外気温の

上昇、下降につれて死亡率が上昇した。また、低温

時の死亡率上昇の方が高温時の死亡率上昇に比べ

て高かった。また、外気温と死亡率の関係は二次

曲線によってよく近似できる。その、近似曲線の

形状を用いて、U（高温、低温時の傾きが異なって

いる）、D（低温時のみ死亡率が上昇する）、S（二

次曲線ではなく直線）、F（一年を通じて傾きが変

化しない）、N（相関係数が低く分類できない）型

に分類した。図内にそれぞれの内訳を示す。U 型

が最も多く、高温時、低温時ともに死亡率が上昇

することがわかった。 

 図 8 は低温側の傾き（θ25、その集団の外気温

変動の下位 25 パーセンタイルの時の傾き）と高温

側の傾き（θ75、その集団の外気温変動の 75 パー

センタイルの時の傾き）の比較である。この傾き

は外気温の変動に対して死亡率がどの程度上昇す

るか、つまり、外気温に対する死亡率の感度を表

している。θ75 の絶対値が大きいとθ25 も大き

くなっており、また、θ75 に比べてθ25 の傾きの

絶対値が大きくなっていた。したがって、冬期は

外気温の変動に対する死亡率の変化が夏期に比べ

て高く、また、その状況は夏期にくらべて冬季の

方が顕著であることがわかる。さらにその感度が

低い地域と高い地域がある、つまり一年を通じて

死亡率に大きな変化がない地域と大きな変化があ

る地域があることがわかった。 

 図 9 は死亡した時期が低温側の死亡感度に与え

た影響を Boxplot で分析した図である．1970 年か

ら 2015 年の 40 年間で社会は大きく変化したと考

えられるが，低温時に死亡率が上昇する傾向に関

しては我が国においては大きく変わらなかったと

U (925)

D (167)

S (367)

F (6)

N (415)

U-shape D-shape 

S-shape 

F-shape 

図 7 外気温と死亡率の関係 
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考えられる。 

図 10 は死亡場所（住宅、住宅以外）による傾き

の変化である。住宅以外に比べ住宅で亡くなる場

合は傾きの値が 0 から離れ、温度変化に対して大

きな傾きを持っていることがわかる。特に昨今は

住宅で亡くなる場合は外気温の変化と関連のある

心疾患、脳血管疾患による突然死が多くなってい

るためこのような状況になっていると考えられる。

一方、住宅以外は病院、老人ホームのようにある

ていど空調が行われ室温が維持されているために

外気温の変化に対して死亡率が変化しないと考え

られる。 

図 11 は年齢による傾きの変化である。年齢が上

昇するにつれて感度が上昇していることがわかる。

高齢であればあるほど外気温の変化に対して脆弱

であることがわかる。 

図 12 は傾きの地域間の変化である。北海道が最

も 0（低温時に感度が低い）に近く、温暖地に近づ

くほど低くなり、低温時に死亡率が上昇しやすい

ことがわかる。また、北海道と東北、北陸、甲信グ

ループ、関東から九州までのグループ、沖縄とい

う 4 グループが形成されているように見え、北か

ら徐々に死亡率の感度が上昇している。特に、北

海道から甲信までのエリアはが外気温に対する死
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図 9 年代別の低温時（θ25）の傾きの変化        図 10 死亡場所による低温時（θ25）の傾きの変化 
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亡の感度がそれほど低くない。これらの地域は寒

冷な地域であり、冬期に建物内をしっかり暖房す

ることが死亡率の抑制に寄与していると考えられ

る。 

表 5 は住宅における死亡に関してθ25 における

傾きを目的変数とした multiple regression 

analysis を行い、係数と有意差の検討をおこなっ

た結果である。但し、70 年代、80 年代とそれ以後

では住宅とそれ以外で亡くなる方の割合が全く異

なるため、ある程度安定した 90 年代以降のデータ

でのみ解析をおこなった。Age では年齢層が高く

なると感度が高くなる傾向、Period では年代が進

むと感度が低くなる傾向、Region では温暖地ほど

感度が高くなる傾向がみられ、ほとんどの係数に

おいて有意差が確認された。建物関連では冬期の

室温を安定させることが省エネルギーの観点だけ

でなく、住民の健康にとっても重要であることを

強調したい。また、図 5 にも示すように冬期の感

度が高い地域は夏期においても感度が高くなって

いる。温暖地だからと言って暖冷房を行わない生
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 Coefficients Estimates Std. error Pr  
Age 65- 0 (refference)    

 65+ -1.2×10-3 7.7×10-5 < 2×10-16 *** 
 75+ -1.8×10-3 7.7×10-5 < 2×10-16 *** 
 85+ -1.7×10-3 7.7×10-5 < 2×10-16 *** 

Period 90s 0  (refference)    
 00s 1.8×10-4 6.7×10-5 0.009 ** 
 10s 3.4×10-4 6.7×10-5 6.3×10-7 *** 

Region Hokkaido 0  (refference)    
 Tohoku -1.2×10-3 2.0×10-4 1.2×10-13 *** 
 Hokuriku -1.4×10-3 2.1×10-4 < 7.8×10-16 *** 
 Chuou -7.7×10-4 2.6×10-4 0.0037 ** 
 Kanto -2.1×10-3 2.0×10-4 < 2×10-16 *** 
 Tokai -2.1×10-3 2.2×10-4 < 2×10-16 *** 
 Kinki -2.0×10-3 2.0×10-4 < 2×10-16 *** 
 Chugoku -1.9×10-3 2.1×10-4 < 2×10-16 *** 
 Shikoku -2.5×10-3 2.1×10-4 < 2×10-16 *** 
 Kyusyu -2.3×10-3 2.0×10-4 < 2×10-16 *** 
 Okinawa -2.6×10-3 2.6×10-4 < 2×10-16 *** 

Signif. codes:  0 '***' 0.001 '**' 0.01 '*' 0.05 '.' 0.1 ' ' 1 
 

図 11 年齢別の低温時（θ25）の傾きの変化    図 12 地域別の低温時（θ25）の傾きの変化 

表 5 θ25 における傾きを目的変数とした multiple regression analysis 
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活をすることが健康の観点からは好ましくないと

考えられる。 

 

C2.3.2．省エネルギー区分別の分析 

都道府県別と同様の手法を用いて省エネルギー

区分別の分析を行った。図 13 は冬期の死亡感度の

2 地域と 7 地域の比較である。いずれも年齢層別

に計算を行い，近似曲線を求め，25 パーセンタイ

ルの傾きを求めた。Ⅱ地域ではどの年齢層も死亡

率と外気温の関係に顕著な差はみられなかった。

一方、Ⅶ地域では 4～10℃の外気温が低い期間に

年齢層が上がるほど死亡率が高くなり、近似曲線

の傾きが大きくなっていることがわかった。 

そこで，都道府県別と同様に目的変数を外気温

の第一四分位数（θ25）における死亡感度、説明変

数を年齢層、死亡場所、亡くなった年、省エネルギ

ー区分とし、multiple regression analysis を行っ

た，結果を表 6、同様に目的変数を外気温の第三四

分位数（θ75）における死亡感度を用いて multiple 

regression analysis を行った結果を表 7 に示す。

θ25 の分析に関しては，年齢層間の比較では年齢

層が上がるにつれ回帰係数推定値が減少し、P 値

に関しては 65 歳未満と 65 歳以上の比較では P＜

0.01、65 歳未満と 75 歳以上では P＜0.001 と有意

な差があるということがわかった。また、死亡場

所が病院である場合と自宅である場合の比較や、

図 13 省エネルギー区分における死亡率の比較 

表 6 multiple regression analysis （slope at θ25）  表 7 multiple regression analysis （slope at θ75） 
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亡くなった年に関しても有意な差が見られた。一

方、省エネルギー区分に関してはⅠ地域とⅡ地域

間では有意な差が見られなかったが、他の地域と

の比較では有意な差がみられ、Ⅷ地域に近づくに

つれ回帰係数推定値が小さくなっており，温暖に

なるにしたがって，低温の影響で死亡率が上昇し

やすいことがわかった。 

また、θ75 では，年齢層においては、65 歳未満

と 75 歳以上の比較において、有意な差が見られ

た。また、Ⅰ地域とⅧ地域との差において有意差

がみられたが死亡場所の比較や亡くなった年の比

較では、有意な差が見られなかった。 

以上をまとめると，省エネルギー区分でみた場

合も，都道府県別と同様に温暖地ほど冬期の死亡

率が上昇しやすいことがわかった。省エネルギー

区分は日本が亜寒帯から亜熱帯までの気候区分を

もっているために、一律の省エネ手法を適用する

のが難しいために、主に暖房デグリーデーを利用

して作られた省エネ設計のための気候区分である。

しかし現状では，気候区分が温暖地であればある

ほど、外気温変動による感度が高くなっている。

つまり、省エネ区分によって断熱性能が緩和され

ているために冬期の低温に対して居住者の健康が

犠牲になっていると考えられる。 

図 14 は縦軸にθ25 における傾き、横軸に暖房

コスト比（光熱費に占める暖房コストの比）をと

った各都道府県ごとの相関図である。暖房コスト

比が大きいほど、つまり、暖房をしっかり行って

いる地域ほど傾きが 0 に近づいており、冬期の暖

房をしっかりすることが重要であることがわかる。

また、90 年代（オレンジ）、00 年代（グレー）、10

年代（青）に分けてプロットを行っている。2010

年代に点群が右に向かって移動している。わが国

では 2011 年の東日本大震災後にエネルギー価格

が電気を中心に急上昇している。そのため、寒冷

地を中心に暖房コスト比が上昇したため、このよ

うにグラフが右に向かって移動している。北海道

（ho）では全光熱費に占める暖房コストの割合が

3 割をこえるようになってきている。おそらく、震

災前はすべての地域でオール電化住宅が普及して

いたため、震災後の電気代の上昇によってこのよ

うな状況が生じていると考えられる。現在、ロシ

アによるウクライナ侵攻によりエネルギーコスト

はさらに上昇しつつある。このような状況がつづ

くと、現在、室温が維持されている寒冷地におい

ても、がまんの省エネルギーの結果、室温が低下

をしかねず，その場合には居住者の健康にも影響

が及ぶと考えられる．省エネルギーと室内環境を

両立するには高断熱が最も重要である。現在、わ

が国では ZEH、ZEB の導入に向けた議論が進ん

でいるが、高い断熱性能をもったそれらの建物の

導入を早急にすすめるべきである。 

 

 
図 14 暖房コスト比とθ25 における傾き 

 

D．結論 

 以下に本研究項目のまとめを示す。 

本研究項目では、人口動態死亡表と気象データ，

省エネルギー区分のマージを行い，外気温変動と

日本人の死亡の関係について分析した。 

Death Index の分析では籾山らが示した、冬期

に死亡率が高くなる傾向が 2010 年代でも引き続

きみられ，北海道よりも関東で顕著であった。 

CSVM を用いて EU，日本の都道府県の死亡率

の冬期の上昇傾向を分析した結果、全体的に温暖

地で冬期の死亡率の上昇傾向がみられた。冬期の

外気温と CSVM の相関においては，北海道は EU

諸国と比べても CSVM が低い位置にあったが、三

重県は非常に高い位置にあった。 
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各月，各カテゴリーの死亡者数で重みづけを行

た外気温と死亡率の関係を分析した結果，冬季の

低温と死亡率との間に有意な相関が見られた。 

また，省エネ対策が死亡率に与える影響を調べ

るために多変量回帰分析を実施した結果、年齢層

や死亡場所（病院 vs 自宅）によって死亡率に有意

な差があることがわかりました。また、温暖な地

域では外気温が低い期間に死亡率が著しく上昇す

ることが明らかになった。 

温暖地でも住宅環境の断熱性能を改善すること

が健康促進に必要である．また，寒冷地でも今後

のエネルギー価格の上昇をふまえると、さらなる

断熱性能の向上（ZEH，ZEB 化）が必要である。 
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